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はじめに 

 

 本報告書は、「大安二期工業団地」の供用に当たり、当該事業に係る環境影響評価にお

いて示された事後調査の事項のうち、供用後 10 年目（最終）に行なうとした公害の防止に

係る項目・自然環境の保全に係る項目の各調査について記載したものである。 

 なお、調査及びとりまとめは、株式会社西日本技術コンサルタント（代表者：丸田茂

彦、住所：滋賀県草津市矢崎 649 番地）が行なった。 
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第 3 章 調査結果 
 

3.1 公害の防止に係る項目 

3.1.1 大気質 

 大気質について、対象事業所において平成 21年度及び平成 22 年度に調査（測定）された、施

設排ガスの結果は表 3-1-1 のとおりである。 

測定の結果によると、いずれの年度及び施設共に規制値を満足するものであった。 

 

表 3-1-1 施設排ガス測定結果 

 

注５）「硝子焼成炉」は「碍子焼成炉」が正しい 
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3.1.2 水 質 

 水質について、対象事業所において平成 21 年度及び平成 22年度に調査（測定）された、排水

の結果は表 3-1-2 のとおりである。 

測定の結果によると、いずれの年度及び項目共に規制値を満足するものであった。 

 

表 3-1-2 施設排水測定結果 
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3.1.3 騒音及び振動 

 騒音及び振動について、対象事業所において平成 21 年度及び平成 22 年度に調査（測定）され

た、騒音及び振動の結果は表 3-1-3、表 3-1-4 のとおりである。 

測定の結果によると、騒音及び振動共にいずれの年度、時間帯共に規制値を満足するものであ

った。 

 

表 3-1-3 施設境界における騒音測定結果 

 

 

表 3-1-4 施設境界における振動測定結果 
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3.2 自然環境の保全に係る項目 

3.2.1 陸生植物 

(1)特筆すべき陸生植物種及び特筆すべき陸生植物群落 

①特筆すべき陸生植物種の生育状況及び生育環境確認調査 

Ａ．残存個体の生育状況 

残存緑地及び周辺地域の環境影響評価時の確認地点における残存個体について、生育数、生育

状況の調査（写真撮影）を実施した。残存個体の生育再確認地点を図 3-2-1（周辺域は除く）に、

確認地点ごとの生育状況を表 3-2-1 に示す。 

残存緑地及び周辺地域で確認された特筆すべき種 44 種のうち、今回調査により生育が確認され

た種は、カキラン、カザグルマ、サクラバハンノキ、ササユリ、シソクサ、セイタカハリイ、タ

チモ、タツナミソウ、ツクシクロイヌノヒゲ、ノカンゾウ、ハマハナヤスリ、ヒキヨモギ、ホシ

クサ、マアザミ、ミカワタヌキモを除く 29 種であった。 

確認された種については、ほぼ環境影響評価調査時の確認地点で再確認されており、生育量に

ついても概ね変化は認められない。また、平成 19 年度調査で確認されていなかったミカワシンジ

ュガヤ及びヒメナエについては、今回調査において再確認されており、いずれも散水が実施され

ている地域での確認となっている。 

 なお、各種の生育状況写真については、写真集（1-1）に示した。 
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  ②特筆すべき陸生植物群落の生育状況及び生育環境確認調査 

  Ａ．生育状況及び生育環境確認 

 特筆すべき陸生植物群落の生育状況及び生育環境について、ハンノキ群落及びタブノキ

群落では大きな環境の変化は認められず、通常の遷移以外によると考えられる変化は見られ

なかった。林内の状況及び種構成の変化等については、後述の「Ｂ.定点（方形枠）調査」

で、低茎湿地植物群落については「(4)湿地の監視①植生１」で述べる。 

 

  Ｂ．定点（方形枠)調査 

各樹木の出現状況を表 3-2-3（ハンノキ群落）及び表 3-2-4（タブノキ群落）に示す。 

ハンノキ群落及びタブノキ群落内に出現した胸高直径 1cm 以上の樹木は、ハンノキ群落で

は、ハンノキ、ムクノキ、エノキ、ヒメコウゾ、イヌビワ、アカメガシワ、イヌザンショウ、

ハゼノキ、クスノキ、タブノキの 10 種、タブノキ群落では、タブノキ、ヤブニッケイ、ヒ

サカキ、フジ、クロガネモチ、アオキ、カクレミノの 7種であった。 

胸高直径 1cm 以上の出現樹木を平成 19 年度と比較すると、ハンノキ群落では、ハンノキ

が 1本、エノキが 2本、ヒメコウゾが 1本、ハゼノキが 2本、クスノキが 1本、タブノキが

4本増加、ムクノキ、イヌビワ、アカメガシワ、イヌザンショウは変化なし、アオキが 1 本

減少した。今回調査でハゼノキ、クスノキ、タブノキ等の常緑広葉樹の増加が目立っており、

地表の乾燥化に伴う遷移の進行と考えられる。 

また、タブノキ群落では、ヒサカキが 1本、カクレミノが 2本増加、タブノキ、ヤブニッ

ケイ、クロガネモチ、アオキが変化なし、フジが 2本減少した。大きな変化は認められない

ものの、常緑広葉樹（ヒサカキ、カクレミノ）の増加に伴う落葉広葉樹（フジ）の減少とい

った、遷移の進行が伺える。 

なお、調査時の気象条件及び各樹木の計測結果、植生調査票は巻末資料（1、2）に、群落

の状況写真等を写真集（1-3）に示した。 
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図 3-2-5 ライントランセクト調査における主な生育種の分布状況（ラインＡ） 
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図 3-2-6 ライントランセクト調査における主な生育種の分布状況（ラインＢ）
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④地下水位及び水質 

野入溜上池･中池及び監視井戸地下水の水質・水位調査結果を表 3-2-9 に示す。水質の計量証

明書を巻末資料（11）に、調査時の状況等は写真集（4-4）に示した。 

各項目の傾向についてはそれぞれ以下のとおりであり、平成 19 年度調査に比べて T-N や酸化

還元電位で高い値が見られたが、その他項目については概ね平成 19 年度平均値と同程度、ある

いは低い値であり、著しい環境の変化は無いことが示唆された。 

また、水位については、その年の降水量等でも大きく左右されるが、全ての地点で平成 19 年

度平均値よりも水位は高く、水量は安定していると示唆された。 

なお、T-N について、No.4（観測井戸中池周辺）では平成 19 年度調査に比べて極めて低い値

であった。これについて、観測井戸では 1 日にサンプリングを数回行った場合、2 回目以降で

土砂の混入（濁り）が認められた。このため、一部試料について濁り無し及び濁り有り（濾過）

の 2 試料の分析を実施した結果、濁り有り（濾過）試料では著しく高い値となり、土壌からの

溶出状況により値が変動すると示唆された。したがって、サンプリング状況により値が大きく

変動する可能性があるため、今後調査を継続する場合は、観測井戸の保守点検も必要である。 

 ・ｐH：各地点共に平成 19 年度調査と概ね同程度の値であった。 

 ・T-N（全窒素）：平均値で No.1（野入溜上池）が平成 19 年度平均値に比べて高い値とな

ったが、その他地点は低いものであった。 

・T-P（全リン）：定量下限に相違があるものの、概ね全ての地点で平成 19 年度平均値と同

程度、あるいは低い値であった。 

・電気伝導度：全ての地点で平成 19 年度平均値に比べて低い値であった。 

・酸化還元電位：全ての地点で平成 19 年度平均値に比べて高い値（還元状態）であった。 

・池及び井戸水位：全ての地点平成 19 年度平均値に比べて高い値であった。 
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(5)陸生植物調査結果考察 

当該地の環境は、環境影響評価時と比べ、樹林地では常緑広葉樹林の増加、湿地では乾燥

化及び樹林化など、遷移の進行や池の水位低下、周辺からの滲み出し水の減少等に伴い、立

地環境の変化が生じている。 

現地調査の結果、保全対象種 55 種のうちサクラバハンノキ、シソクサ、ヒキヨモギ、タツ

ナミソウ、タチモ、ツクシクロイヌノヒゲ、ホシクサ、セイタカハリイ、ナツエビネ、コオ

ニユリ、ギンラン、キンランの合計 12種の生育が確認されなくなった。これら消失（枯死）

の理由としては、移植先の立地環境の不整合、移植後の管理の問題、立地環境の変化など、

様々な要因が挙げられる。 

しかし、保全対象種 43種の生育が確認されていることも評価される。 

平成 19 年度以降、保全対策として実施されている散水作業に伴い、部分的にではあるが保

全対象種が多く生育する湿地環境は良好な状態で保持されており、一旦は生育が確認されな

くなっていたヒメナエ及びミカワシンジュガヤが再確認された。また、定期的な草刈が実施

されていることにより、散水作業が実施されていない箇所においても低茎草地が維持されて

おり、多くの保全対象種が生育している。 

保全対象種の多くは、湿性地や明るい林内環境など常に遷移が進行する不安定な立地環境

に依存する植物であり、今後、これらを保全するためには、定期的な管理作業による遷移の

抑制が不可欠となる。三重県内において、これ程多くの保全対象種を含む大規模な湿地環境

が保全されている例は他に無く、貴重な自然資産と判断される。 

以上のことから、野入溜や残存緑地一帯における定期的な草刈及び散水作業については、今後

も継続的に実施することが望まれる。
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(2)鳥類の生息状況 

ルートセンサス結果を含む鳥類生息確認種リストを表 3-2-12 に示す。 

 現地調査の結果、10 目 22 科 31 種の鳥類が確認された。目別ではスズメ目が 17 種と最も多く、

次いでコウノトリ目及びチドリ目がそれぞれ 3種であった。 

確認された鳥類は、平成 19 年度調査同様に集落や耕作地に広く見られるスズメ等の小鳥類を主

体に､溜池に生息するカモ類､残存緑地に生息するギジバト等が加わった構成であったが､環境影

響評価時と比較すると､造成に伴う樹林の減少を反映し､樹林へ依存する種が少ない傾向であった。 

なお、確認された鳥類について最新の知見を元に特筆種の選定を行なった結果、調査対象では

ないものの、オオタカ、ヒクイナ、コチドリ（平成 19 年度にも確認）、イカルチドリなどが抽出

された。これら特筆種のうち、オオタカについては残存緑地のタブノキに営巣（繁殖）が確認さ

れ、別途確認を行なった結果、幼鳥 2羽の巣立ちが確認された。 

 抽出された特筆種の確認位置は図 3-2-9 に示すとおりである。なお、上記オオタカのほか、調

査時に撮影された種の写真等は写真集（Ⅱ）に示した。 

 
表 3-2-12 鳥類生息確認種リスト 

個体数 優占率 個体数 優占率 個体数 優占率

カイツブリ カイツブリ カイツブリ 留鳥 4 15.4%

ペリカン ウ カワウ 留鳥 ○

コウノトリ サギ ダイサギ 留鳥 ○

チュウサギ 夏鳥 1 6.7% ○

アオサギ 留鳥 ○

カモ カモ カルガモ 留鳥 2 7.7%

タカ タカ トビ 留鳥 1 3.8%

オオタカ 留鳥 3 11.5% ●

ツル クイナ ヒクイナ 夏鳥 1 3.8% ●

チドリ チドリ コチドリ 夏鳥 ○ ●

イカルチドリ 留鳥 ○ ●

ケリ 留鳥 ○

ハト ハト キジバト 留鳥 1 6.7%

カワラバト 留鳥 ○

キツツキ キツツキ コゲラ 留鳥 1 3.8%

スズメ ヒバリ ヒバリ 留鳥 1 5.9% 1 6.7% 2 7.7%

ツバメ ツバメ 夏鳥 3 17.6% 2 13.3% 1 3.8%

セキレイ セグロセキレイ 留鳥 1 3.8%

ヒヨドリ ヒヨドリ 留鳥 1 5.9% 3 20.0% 2 7.7%

モズ モズ 留鳥 1 6.7% 1 3.8%

ウグイス ウグイス 留鳥 1 5.9% 1 6.7% 1 3.8%

セッカ 留鳥 1 5.9% 1 6.7%

シジュウカラ ヤマガラ 留鳥 ○

シジュウカラ 留鳥 ○

メジロ メジロ 留鳥 2 7.7%

ホオジロ ホオジロ 留鳥 1 5.9% 2 7.7%

アトリ カワラヒワ 留鳥 2 11.8% 2 13.3%

ハタオリドリ スズメ 留鳥 5 29.4% 2 13.3%

ムクドリ ムクドリ 留鳥 ○

カラス ハシボソガラス 留鳥 1 5.9%

ハシブトガラス 留鳥 1 5.9% 2 7.7%

10目 22科 10種 5種
注1）特定種の●は、特筆種として新たに確認された種であることを示す。これらのうち、オオタカについては、野入溜に接する

樹林内で営巣（繁殖）が確認されている。
2）特筆種の選定基準は以下のとおりである。

文化財保護法（法律第214，1950）
絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律（法律第75，1992）
環境省報道発表資料 鳥類、爬虫類、両生類及びその他無脊椎動物のレッドリストの見直しについて（2006）
三重県レッドデータブック2005動物（2006）

目 名 科 名 R1 R2

ルートセンサス
渡り
区分

種 名 R3 任 意 特筆種

31種 10種17個体 10種15個体 15種26個体
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(4)陸生動物調査結果考察 

 当該地の環境は、環境影響評価時と比べ、造成に伴う樹林の減少や草地、開放環境の増加など

生息環境の変化が生じている。 

 このため、このような環境の変化を反映して、比較的広い樹林地を必要とする鳥類や樹林性の

昆虫類で減少傾向が認められるなど一部事業の影響が示唆されたが、水域環境に依存する種等は

再確認されている。さらに、残存緑地内でアンブレラ種（エサ量など一定の条件が満たされた広

い面積を必要とする種）であるオオタカの営巣（繁殖）が確認されるなど、生物多様性が一定の

高いレベルで保全されていることも示唆された。 

一方、当該地を代表する特殊な湿地環境（湿性地）について見ると、これらの環境に依存する

種のうちハッチョウトンボは継続して生息が確認されていない。その理由としては、過年度より

中池で水の殆ど無い状態が多く見られることや、滲みだし水の減少が見られることから乾燥化に

よる環境の変化が挙げられる。 

また、ヒメタイコウチについても平成 13 年度から平成 17 年度までの間は生息が確認されてい

ないが、本種については平成 17 年度以降に継続して再確認されており、本調査でも散水地点周辺

に限られるものの、中池及び上池周辺で幼虫（再生産）が確認された。 

本事業では、継続して実施する除草のほか、湿地の乾燥化における保全対策として、平成 13年

度以降に地下水の揚水による散水を実施しており、これにより少なからず生息環境が回復傾向で

あると評価される。 

なお、湿地環境については、前出「3.2.1 陸生植物」でも述べたように常に遷移が進行する不

安定な環境であり、自然条件下でも放置された場合は消失する恐れがある。このため、定期的な

除草や散水といった維持管理作業については、今後も継続的に実施することが望まれる。 
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3.2.3 水生生物 

(1)特筆すべき水生生物 

現地調査において、捕獲により 3個体、その他潜水目視により 8個体（合計 11 個体）が確認さ

れた。確認地点は、環境影響評価調査時及びこれまでの事後調査における確認地点付近であり、

本流に接する伏流を源とする細流であった。 

なお、確認地点や確認された個体の写真等は写真集（Ⅲ）に示した。 

 

(2)淡水藻類 

①付着藻類 

付着藻類の調査結果を表 3-2-14 に示す。 

現地調査により 37 種の付着藻類が確認された。分類群別の内訳は、藍藻類 2種、珪藻類 33 種、

緑藻類 2種で珪藻類の出現種が多かった。 

細胞数（細胞数/cm2）では Nitzscha palea（157）が最も多く、次いで Gomphonema parvulum（118）、

Navicula spp.（98）等で多かった。 

なお、一部確認された種の写真等は写真集（Ⅲ）に示した。 

 

②植物プランクトン 

植物プランクトンの調査結果を表 3-2-15 に示す。 

現地調査により 51 種の植物プランクトンが確認された。分類群の内訳は、藍藻類 2種、クリプ

ト藻類 2種、渦鞭毛藻類 1種、珪藻類 7種、ユーグレナ藻類 2種、緑藻類 37 種で、緑藻類の出現

種が多かった。 

細胞数（細胞数/ℓ）では緑藻類の Chlorococcales（1,224,300）が最も多く、次いで緑藻類の

Oocystis parva（924,000）、クリプト藻類の Cryptomonas sp.（377,200）等で多かった。 

なお、一部確認された種の写真等は写真集（Ⅲ）に示した。 

 

(3)底生動物 

底生動物の調査結果を表 3-2-16 に示す。 

現地調査により確認された底生動物は、合計 3綱 9目 24 科 49 種であった。分類群別の内訳は、

渦虫綱 1 種、ミミズ綱 1 種、昆虫綱 47 種（カゲロウ目 14 種、トンボ目 1 種、カワゲラ目 4 種、

ヘビトンボ目 1種、トビケラ目 13 種、ハエ目 9種、コウチュウ目 5種）であった。最も多くの種

が確認されたのは昆虫綱であり、その中でもカゲロウ目やトビケラ目で多くの種が確認された。 

ただし、これらの種はほとんどが員弁川（St.1）で確認されたものであり、野入溜（St.2）は

冬季に渇水（池の干上がり）が確認されること等から、イトミミズ科、セボシユスリカ属、ハモ

ンユスリカ属の 3種、合計 9個体が確認されたのみであった。 

なお、調査地点や採取状況の写真等は写真集（Ⅲ）に示した。 
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表 3-2-14 付着藻類調査結果 

調査地点：員弁川（St.1）                       単位：細胞数／cm2 

No. 門 名 綱 名 目 名 科 名 種 名 細胞数

1 藍色植物 藍藻 ネンジュモ ヒゲモ Homoeothrix janthina * 16

2 ネンジュモ Anabaena sp. * + 2

3 不等毛植物 珪藻 中心 メロシーラ Melosira varians 7

4 羽状 ディアトーマ Fragilaria capucina var. vaucheriae 7

5 Fragilaria construens 26

6 Synedra rumpens var. familiaris 3

7 アクナンテス Achnanthes convergens 52

8 Achnanthes japonica 13

9 Achnanthes minutissima var. minutissima 7

10 Achnanthes spp. 20

11 Cocconeis pediculus 3

12 Cocconeis placentula 59

13 ナビキュラ Amphora sp. 3

14 Cymbella minuta 39

15 Cymbella sinuata 13

16 Gomphonema parvulum 118

17 Navicula cryptocephala 7

18 Navicula cryptotenella 7

19 Navicula decussis 33

20 Navicula gregaria 20

21 Navicula pseudacceptata 13

22 Navicula pupula 3

23 Navicula radiosa f. nipponica 13

24 Navicula subminuscula 7

25 Navicula trivialis 10

26 Navicula veneta 3

27 Navicula viridula var. rostellata 26

28 Navicula yuraensis 46

29 Navicula spp. 98

30 ニッチア Nitzschia acicularis 10

31 Nitzschia frustulum 13

32 Nitzschia palea 157

33 Nitzschia romana 13

34 Nitzschia sp. 7

35 スリレラ Surirella angusta 10

36 緑色植物 緑藻 クロロコックム コエラストルム Coelastrum cambricum + 64

37 セネデスムス Scenedesmus sp. + 16

合計 964

種類数 37

沈殿量（ml/100cm2） 0.4

注：種名に*  を付けた種の数値は糸状体数を示す。また、種名に+  を付けた3種は本来浮遊性種で、付着藻類ではない。
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表 3-2-15 植物プランクトン調査結果 

調査地点：野入溜（St.2）                        単位：細胞数／   

 

No. 門 名 綱 名 目 名 科 名 種 名 細胞数

1 藍色植物 藍藻 ネンジュモ ユレモ Oscillatoriaceae * 3,680

2 Phormidium sp. * 2,760

3 クリプト植物 クリプト藻 クリプトモナス クリプトモナス Cryptomonas sp. 377,200

4 － － Cryptophyceae 184,000

5 渦鞭毛植物 渦鞭毛藻 ペリジニウム ペリジニウム Peridinium spp. 36,800

6 不等毛植物 珪藻 中心 タラシオシーラ Aulacoseira italica 6,440

7 リゾソレニア Rhizosolenia eriensis 55,200

8 羽状 ディアトーマ Fragilaria sp. 1,840

9 Synedra sp. 1,840

10 アクナンテス Achnanthes minutissima 18,400

11 ナビキュラ Cymbella sp. 3,680

12 Navicula spp. 7,360

13 ユーグレナ植物 ユーグレナ藻 ユーグレナ ユーグレナ Euglena spp. 1,840

14 Lepocinclis sp. 920

15 緑色植物 緑藻 オオヒゲマワリ クラミドモナス Chlamydomonas spp. 165,600

16 Chlamydomonadaceae 9,200

17 ヨツメモ パルメラ Gloeocystis sp. 7,360

18 Sphaerocystis schroeteri 36,800

19 コッコミクサ Elakatothrix gelatinosa 36,800

20 クロロコックム クロロコックム Ankyra spp. 101,200

21 ミクラクチニウム Acanthosphaera zachariasii 1,840

22 ジクチオスフェリウム Dictyosphaerium pulchellum 88,320

23 Dictyosphaerium sp. 294,400

24 Diplochloris lunata 36,800

25 オーキスチス Ankistrodesmus falcatus 9,200

26 Ankistrodesmus nannoselene 27,600

27 Chlorella sp. 73,600

28 Closteriopsis longissima 920

29 Kirchneriella lunaris 3,680

30 Kirchneriella obesa 12,880

31 Monoraphidium contortum 61,600

32 Monoraphidium sp. 27,600

33 Oocystis parva 924,000

34 Oocystis spp. 165,600

35 Tetraedron minimum 3,680

36 Tetraedron trigonum 5,520

37 カラキウム Schroederia setigera 36,800

38 アミミドロ Pediastrum duplex var. gracillimum 88,320

39 Pediastrum tetras 29,440

40 コエラストルム Coelastrum cambricum 88,320

41 Coelastrum sphaericum 14,720

42 セネデスムス Crucigenia apiculata 294,400

43 Crucigenia tetrapedia 29,440

44 Paradoxia multiseta 1,840

45 Scenedesmus abundans 92,000

46 Scenedesmus denticulatus 14,720

47 Scenedesmus protuberans 3,680

48 Scenedesmus quadricauda 7,360

49 Scenedesmus spp. 276,000

50 － Chlorococcales 1,224,300

51 ホシミドロ ツヅミモ Staurastrum spp. 920

合計 4,998,420

種類数 51

沈殿量（ml/l） 0.07

注：種名に*  を付けた種の数値は糸状体数を示す。

最優占種のChlorococcales は、単細胞性の球形細胞で、4分裂で増殖する直径3から4μmの微細な緑藻類。
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表 3-2-16 底生動物調査結果 

個体数 湿重量 個体数 湿重量

1 渦虫 － － 渦虫綱 Turbellaria 27 0.06

2 ミミズ綱 イトミミズ イトミミズ科 イトミミズ科 Tubificidae 1 0.00

3 昆虫 カゲロウ コカゲロウ フタバコカゲロウ Baetiella japonica 564 0.53

4 シロハラコカゲロウ Baetis thermicus 48 0.14

5 トビイロコカゲロウ Nigrobaetis chocoratus 32 0.01

6 ヒラタカゲロウ シロタニガワカゲロウ Ecdyonurus yoshidae 3 0.01

7 ウエノヒラタカゲロウ Epeorus curvatulus 1 0.00

8 エルモンヒラタカゲロウ Epeorus latifolium 70 0.18

9 サツキヒメヒラタカゲロウ Rhithrogena tetrapunctigera 66 0.06

10 チラカゲロウ チラカゲロウ Isonychia japonica 9 0.04

11 トビイロカゲロウ ヒメトビイロカゲロウ Choroterpes altioculus 64 0.01

12 モンカゲロウ モンカゲロウ Ephemera strigata 5 0.24

13 カワカゲロウ キイロカワカゲロウ Potamanthus formosus 35 0.01

14 マダラカゲロウ オオクママダラカゲロウ Cincticostella elongatula 12 0.17

15 エラブタマダラカゲロウ Torleya japonica 4 0.01

16 アカマダラカゲロウ Uracanthella punctisetae 748 0.72

17 トンボ サナエトンボ オナガサナエ Onychogomphus viridicostus 6 0.89

18 カワゲラ クロカワゲラ クロカワゲラ科 Capniidae 1 0.00

19 カワゲラ フタツメカワゲラ属 Neoperla sp. 7 0.09

20 アミメカワゲラ ミドリカワゲラモドキ属 Isoperla sp. 23 0.06

21 ヒメカワゲラ属 Stavsolus sp. 4 0.17

22 ヘビトンボ ヘビトンボ ヘビトンボ Protohermes grandis 1 0.03

23 トビケラ シマトビケラ コガタシマトビケラ属 Cheumatopsyche sp. 184 0.82

24 ウルマーシマトビケラ Hydropsyche orientalis 920 10.97

25 ナカハラシマトビケラ Hydropsyche setensis 48 0.52

26 オオシマトビケラ Macrostemum radiatum 22 0.25

27 クダトビケラ クダトビケラ属 Psychomyia sp. 104 0.03

28 ヒゲナガカワトビケラ ヒゲナガカワトビケラ Stenopsyche marmorata 234 30.32

29 チャバネヒゲナガカワトビケラ Stenopsyche sauteri 20 3.25

30 ヒゲナガカワトビケラ属（蛹） Stenopsyche sp.(pupa) 11 2.64

31 ヤマトビケラ ヤマトビケラ属 Glossosoma sp. 31 0.39

32 ナガレトビケラ トランスクィラナガレトビケラ Rhyacophila transquilla 2 0.03

33 ヤマナカナガレトビケラ Rhyacophila yamanakensis 1 0.02

34 ナガレトビケラ属 Rhyacophila sp. 135 0.14

35 ニンギョウトビケラ ニンギョウトビケラ Goera japonica 2 0.06

36 ハエ ガガンボ Antocha属 Antocha sp. 368 0.54

37 Hexatoma属 Hexatoma sp. 4 0.14

38 ユスリカ セボリユスリカ属 Glyptotendipes sp. 1 0.01

39 ハモンユスリカ属 Polypedilum sp. 7 0.01

40 ヤマユスリカ亜科 Diamesinae 1 0.00

41 エリユスリカ亜科 Orthocladiinae 670 0.20

42 モンユスリカ亜科 Tanypodinae 7 0.01

43 ユスリカ科（蛹） Chironomidae(pupa) 37 0.02

44 ブユ アシマダラブユ属 Simulium sp. 1120 2.44

45 コウチュウ ヒメドロムシ イブシアシナガドロムシ Stenelmis nipponica 1 0.00

46 ツヤドロムシ属 Zaitzevia sp. 5 0.01

47 ヒメドロムシ亜科 Elminae 225 0.05

48 ヒラタドロムシ マルヒラタドロムシ属 Eubrianax sp. 1 0.01

49 ヒラタドロムシ属 Mataeopsephus sp. 127 0.92

46 － 3 －

6010 57.21 9 0.02

注）湿重量の0.00は0.01g未満を示す。

個体数合計（個体、ｇ／全量）

St.1（員弁川） St.2（野入溜）
科 名 和 名 学 名

種類数

No. 綱 名 目 名
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第４章 調査結果の検証及び環境保全措置 

 

4.1 公害の防止に係る項目 

 本調査の結果、大気、水質、騒音・振動共に対象事業所から排出される項目は、全て規制値（基

準値）を満足するものであり、事業による影響はないと評価される。 

 なお、対象事業所においては、いなべ市環境保全条例（平成 15 年 12 月 1 日）に基づき、公害

による住民の建康及び生活環境に関する被害を未然に防止することを目的として、いなべ市との

間で「環境保全協定書（以下、協定書という）」の締結（平成 20 年 3 月 20 日）がなされている。

この協定書においては、上記項目についての基準値並びに調査の実施、結果報告の取り決めがな

されており、今後もこれらに準じて基準値の達成・維持に努めることで、環境保全が図れるもの

と考えられる。 

 

4.2 自然環境の保全に係る項目 

 本調査並びに過年度に行った事後調査の結果、残存樹林に大きな変化は見られなかったが、樹

林内あるいは広域的に生育・生息する生物については、移植先の立地環境の不整合、移植後の管

理の問題、立地環境の変化などによると考えられる種の消失や生物相の変化が認められた。 

 また、野入溜及びその周辺の湿地環境といった限られた特殊な環境でも、池水位や周辺からの

滲みだし水の減少（乾燥化）により、これらの環境に依存する植物や昆虫類等の消失や生育・生

息状況に変化が見られた。 

 このため、事業が生物に影響を及ぼしたと考えられるが、一方では継続して確認される種も多

い。さらに、残存緑地内でアンブレラ種（餌量など一定の条件が満たされた広い面積を必要とす

る種）であるオオタカの営巣（繁殖）が確認されるなど、生物多様性が一定の高いレベルで保全

されていることも示唆された。 

 さらに、当該地で見られるような湿地環境や明るい林内環境等では、一般に自然条件下でも常

に遷移の進行する不安定な環境である。このような中で、植物では保全対象とした 55 種のうち、

現在も 43 種の生育が確認されることは評価される。 

また、平成 17 年度から本調査では、湿地環境において一旦は生育が確認されなくなっていたミ

カワタヌキモやヒメナエ、ミカワシンジュガヤが再確認されるようになった。動物でも、平成 13

年度に生息が確認されなかったヒメタイコウチ（昆虫）が平成 17 年度以降に再確認され、本調査

では再生産が認められるなど生物相の回復の兆しがみられる。 

 これらのようにオオタカの営巣や湿地環境等で回復の兆しが見られたのは、環境保全措置とし

て実施する除草や散水といった維持管理作業により、乾燥化の防止、遷移の抑制が図られている

ほか、柵を設けた立ち入り制限を行うことから保護区の様相を呈し、人為的な圧力が抑制された

効果によると考えられる。特に散水については、平成 13 年度以降に新たな環境保全措置として行

うものであり（図 4.2.1 参照）、その効果は高いと判断される。 
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 ただし、湿地環境については、現状で環境影響評価調査時までの回復には至っていないととも

に、遷移が進行する不安定な環境であることから、放置された場合は消失する恐れがある。加え

て、当該地の湿地環境は、三重県内においても他に例の無いほど多くの特筆すべき種を含む大規

模なものであり、貴重な自然資産と判断される。 

 このため、今後もこの湿地環境を保全していくことが望ましく、そのためには定期的な除草や

散水といった維持管理作業を継続的に実施し、乾燥化防止及び遷移を抑制していくことが必要で

ある。 

 






